
関係事業等の概要について 
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小規模保育事業の認可基準について 
○ 小規模保育事業については、多様な事業からの移行を想定し、Ａ型（保育所分園、ミニ保育所に近い類型）、Ｃ型（家庭的
保育（グループ型小規模保育）に近い類型）、Ｂ型（中間型）の３類型を設け、認可基準を設定する。 

○ 特に、Ｂ型については、様々な事業形態からの移行が円滑に行われるよう、保育士の割合を１／２以上としているが、同時
に、小規模な事業であることに鑑み、保育所と同数の職員配置とせず、１名の追加配置を求めて、質の確保を図る。 

○ また、保育士の配置比率の向上に伴い、きめ細かな公定価格の設定を検討することで、Ｂ型で開始した事業所が段階的に
Ａ型に移行するよう促し、更に質を高めていくこととしていく。 

  保育所 
小規模保育事業 

Ａ型 Ｂ型 Ｃ型 

職
員 

職員数 
０歳児  ３：１ 
１・２歳児 ６：１ 

保育所の配置基準＋１名 保育所の配置基準＋１名 
０～２歳児 ３：１ 

（補助者を置く場合、５：２） 

資格 
保育士 
※保健師又は看護師の特例
有（１人まで） 

保育士 
※保育所と同様、保健師又は
看護師の特例を設ける。 

１／２以上保育士 
※保育所と同様、保健師又は看
護師の特例を設ける。 

※保育士以外には研修実施 

家庭的保育者 
※市町村長が行う研修を修了した保
育士、保育士と同等以上の知識及
び経験を有すると市町村長が認め
る者 

設
備
・面
積 

保育室
等 

０歳・１歳 
乳児室 １人当たり1.65㎡  
ほふく室 １人当たり3.3㎡ 
２歳以上 
保育室等 １人当たり1.98㎡ 

０歳・１歳児 １人当たり3.3㎡ 
２歳児    １人当たり1.98㎡ 

０歳・１歳児 １人当たり3.3㎡ 
２歳児    １人当たり1.98㎡ 

０歳～２歳児  
いずれも１人３．３㎡ 

処
遇
等 

給食 

自園調理 
※公立は外部搬入可（特区） 

調理室 
調理員 

自園調理 
（連携施設等からの搬入可） 

調理設備 
調理員 

自園調理 
（連携施設等からの搬入可） 

調理設備 
調理員 

自園調理 
（連携施設等からの搬入可） 

調理設備 
調理員 

※ 小規模保育事業については、小規模かつ０～２歳児までの事業であることから、保育内容の支援及び卒園後の受け皿の役割を担う連携施設の設定を求める。 
※ 連携施設や保育従事者の確保等が期待できない離島・へき地に関しては、連携施設等について、特例措置を設ける。 
※ また、給食、連携施設の確保に関しては、移行に当たっての経過措置を設ける。 

＜主な認可基準＞ 

地域型保育事業の認可基準について 



家庭的保育事業等の認可基準について 

○ 家庭的保育事業等については、現行の事業からの移行や、それぞれの事業形態、特徴等を踏まえ、基準を設定する。 

＜主な認可基準＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

  家庭的保育事業 事業所内保育事業 居宅訪問型保育事業 

職
員 

職員数 
０～２歳児  ３：１ 
家庭的保育補助者を置く場合 ５：２ 

定員２０名以上 
保育所の基準と同様 

０～２歳児 １：１ 

資格 

家庭的保育者 
（＋家庭的保育補助者） 

＊市町村長が行う研修を修了した保育士、保
育士と同等以上の知識及び経験を有すると
市町村長が認める者 

必要な研修を修了し、保育士、保育
士と同等以上の知識及び経験を有
すると市町村長が認める者 

定員１９名以下 
小規模保育事業Ａ型、Ｂ型の基準と同様 

設
備
・面
積 

保育室等 ０歳～２歳児 １人当たり3.3㎡ － 

処
遇
等 

給食 

自園調理 
（連携施設等からの搬入可） 

調理設備 
調理員 
（３名以下の場合、家庭的保育補助者を置き、
調理を担当すること可） 

自園調理 
（連携施設等からの搬入可） 

調理設備 
調理員 

－ 

※ 家庭的保育事業、事業所内保育事業については、小規模かつ０～２歳児までの事業であることから、保育内容の支援及び卒園後の受け皿の役割を担う連携施設の
設定を求める。（事業所内の卒園後の受け皿に関しては、地域枠の子どものみ対象） 

※ 連携施設や保育従事者の確保等が期待できない離島・へき地に関しては、連携施設等について、特例措置を設ける。 
※ また、給食、連携施設の確保に関しては、移行に当たっての経過措置を設ける。 



小規模な施設が多いことを踏まえ、保育所等の職員の支援を受けられる場合には、担当保
育士（※１）を１人以上。 

※１ 平均利用児童数が少ない場合、家庭的保育者で可。 

※２ 保育従事者は２分の１以上を保育士とし、保育士以外は一定の研修を受けた者。 

※３ 現行の地域密着Ⅱ型は、当分の間、事業継続可。（経過措置） 

現状 Ｈ２７ 【新制度施行】 

 児童の居宅において一時預かりを実施。 

一時預かり事業について 

○ 家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児を保育所等で一時的に預かる事業について、事業の普及を
図るため下記のとおり事業類型等を見直し、①一般型（基幹型加算）、②余裕活用型、③幼稚園型、④訪問型に再編する。 

休日等の開所、及び１日９時間以上の
開所を行う施設に加算。 

Ｈ２６【保育緊急確保事業】 

 保育所等において、利用児童数が定員に達していない場合に、定員の範囲内で一時預かり
事業を実施。 

 現行の幼稚園における預かり保育と同様、園児を
主な対象として実施。 

※ 平成２６年度以降の各類型の名称については仮称。 

保育所や地域子育て支援拠点などにお
いて、乳幼児を一時的に預かる事業。 

省令の基準に従って実施し、保育士の
数は２名以上。 

地域子育て支援拠点などにおいて、乳
幼児を一時的に預かる事業。 

省令の基準に準じて実施し、担当者の
数は２名以上。（保育士１名以上） 

①一般型（現行事業の後継） 

①基幹型加算（継続） 

②余裕活用型（新規） 

③幼稚園型（幼稚園における預かり保育の後継） 

④訪問型（新規） 

保育所型・地域密着型（法定事業） 

地域密着Ⅱ型（予算事業） 

幼稚園における預かり保育 
（私立は私学助成、公立は一般財源） 



 ファミリー・サポート・センター事業は、乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦等を会員として、児童の預かり
の援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行うものである。 
 平成２１年度からは、病児・病後児の預かり、早朝・夜間等の緊急時の預かりなどの事業（病児・緊急対応強化事業）を行っている。 
 なお、本事業については、平成１７年度から次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）、平成２３年度から「子育て支援交付金」、
平成２４年度補正予算により「安心こども基金」へ移行したが、平成２６年度は「保育緊急確保事業」として実施する。 
 また、平成２７年度から施行予定の「子ども・子育て支援新制度」において、ファミリー・サポート・センター事業は、「地域子ども・子
育て支援事業」の１つに位置づけられる予定である。 

ファミリー・サポート・センター事業の概要 

○相互援助活動の例 
 ・保育施設までの送迎を行う。 
 ・保育施設の開始前や終了後又は学校の放課後、   
  子どもを預かる。 
 ・保護者の病気や急用等の場合に子どもを預かる。 
 ・冠婚葬祭や他の子どもの学校行事の際、子どもを預かる。 
 ・買い物等外出の際、子どもを預かる。 
 ・病児・病後児の預かり、早朝・夜間等の緊急預かり対応 
 （平成２１年度から） 
 
○実施市区町村 ※平成２５年度末実績 （ ）は平成２４年度末実績 
 ・基本事業 ７３８（６９９）市区町村 
 ・病児･緊急対応強化事業 １４２（１２６）市区町村 
 
○会員数 ※平成２５年度末現在 （ ）は平成２４年度末実績  
 ・依頼会員（援助を受けたい会員） ４６６，２８７人（４４０，７８７人） 
 ・提供会員（援助を行いたい会員） １２３，１７３人（１１７，５８４人） 
  

援助を受けたい会員 

ファミリー・サポート・センター 

〔相互援助組織〕 

アドバイザー 

援助を行いたい会員 

援助の申し入れ 援助の打診 



○クラブ数   ２１，４８２か所  （参考：全国の小学校20,836校） 
○登録児童数   ８８９，２０５人 （全国の小学校１～３年生約３２５万人の２４％程度＝約４人に１人） 
○利用できなかった児童数（待機児童数）  ８，６８９人〔利用できなかった児童がいるクラブ数 1,612か所〕 

放課後児童クラブについて 
【事業の内容、目的】 

共働き家庭など留守家庭のおおむね10歳未満の児童に対して、児童館や学校の余裕教室、公民館などで、

放課後に適切な遊び、生活の場を与えて、その健全育成を図る 

 （平成9年の児童福祉法改正により法定化〈児童福祉法第6条の3第2項〉） 

 ※平成24年の児童福祉法改正により、対象年齢を「おおむね10歳未満」から「小学校に就学している」児童とした（平成27年４月施行予定） 

【現状】（クラブ数及び児童数は平成２５年５月現在） 

【事業に対する国の助成】 

・「子ども・子育てビジョン」（平成２２年１月２９日閣議決定） 
  ⇒平成２６年度末までに１１１万人（小学校１～３ 年生の３２％＝３人に１人）の受入児童数をめざす 

 ○運営費 か所数の増（27,029か所→27,750か所） 
  ・概ね1/2を保護者負担で賄うことを想定。 
  ・残りの1/2分について、児童数が10人以上で、原則、長期休暇（８時間以上開所）を 
   含む年間250日以上開設するクラブに補助。 
  ・例：児童数が40人の場合、1クラブ当たり基準額：342.7万円（総事業費685.4万円） 
  ・学校の余裕教室等を改修する場合（基準額：700万円）、備品購入のみの場合 
   （基準額：100万円）も助成。 
 ○整備費 
  ・新たに施設を創設する場合（基準額：2,355.6万円）のほか、改築、大規模修繕及び拡張による整備を支援。     
  ※運営費は、国・都道府県・市町村が3分の1ずつ負担。整備費（創設、改築等）は、国・都道府県・設置者が3分の1ずつ負担。 
    整備費（改修・備品購入）は、国・都道府県・市町村が3分の1ずつ負担。 
 

○平成２６年度予算  ３３２．２億円 
                ※児童育成事業費（特別会計）による補助 

運営費の負担の考え方 

1 / 2 

1 / 3 

1 / 3 

1 / 3 
国 

1 / 6 

都道府県 

1 / 6 

市町村 

1 / 6 

 

保護者 

1 / 2 

1 / 2（基準額） 

 

※国(1/6)は事業主 
  拠出金財源 

（参考）保育緊急確保事業（内閣府予算に計上：５１億円） 
  放課後児童クラブについて、保育所の利用者が就学後も引き続き円滑に利用できるように、「小１の壁」の解消に向け、開所時

間の延長を促進する。 



里親 家庭における養育を  
里親に委託 

登録里親数 委託里親数 委託児童数 ファミリー
ホーム 

養育者の住居において家庭
養護を行う(定員５～６名) 9,392世帯 3,487世帯 4,578人 

区分 

（里親は
重複登
録有り） 

養 育 里 親 7,505世帯 2,763世帯 3,498人 
ホ ー ム 数 218か所 

専 門 里 親 632世帯 162世帯 197人 

養子縁組里親 2,445世帯 218世帯 213人 
委託児童数 829人 

親 族 里 親 471世帯 465世帯 670人 

小規模グループケア ９４３か所 

地域小規模児童養護施設 ２６９か所 

保護者のない児童、被虐待児など家庭環境上養護を必要とする児童などに対し、公的な責任として、社会的
に養護を行う。対象児童は、約４万６千人。 

 社会的養護の現状  施設数、里親数、児童数等 

施設 
乳児院 児童養護施設 情緒障害児 

短期治療施設 

児童自立支援 

施設 
母子生活支援

施設 

自立援助 

ホーム 

 

対 象 児 童 

乳児（特に必要な
場合は、幼児を含
む） 

保護者のない児童、
虐待されている児
童その他環境上養
護を要する児童
（特に必要な場合
は、乳児を含む） 

軽度の情緒障害
を有する児童 

不良行為をなし、
又はなすおそれの
ある児童及び家
庭環境その他の
環境上の理由に
より生活指導等を
要する児童 

配偶者のない女
子又はこれに準ず
る事情にある女子
及びその者の監
護すべき児童 

義務教育を終了し
た児童であって、
児童養護施設等
を退所した児童等 

施 設 数 131か所 595か所 38か所 58か所 258か所 113か所 

定員 3,857人 34,044人 1,779人 3,815人 5,121世帯 749人 

現員 3,069人 28,831人 1,310人 1,544人 
3,654世帯 

児童5,877人 
430人 

職員総数 4,088人 15,575人 948人 1,801人 1,972人 372人 

※里親数、委託児童数は福祉行政報告例（平成25年3月末現在） 
※施設数、ホーム数、定員、現員、小規模グループケア、地域小規模児童養護施設のか所数は 
  家庭福祉課調べ（平成25年10月1日現在） 
※職員数（自立援助ホームを除く）は、社会福祉施設等調査報告（平成23年10月1日現在） 
※自立援助ホームの職員数は家庭福祉課調べ（平成24年3月1日現在） 
※児童自立支援施設は、国立2施設を含む 



 
 
大舎（２０人以上） 
中舎（１３～１９人） 
小舎（１２人以下） 
 

1歳～１８歳未満（必要な 
場合０歳～２０歳未満） 
 

職員は施設長等のほか 
 就学児童５．５：１ 
 ３歳以上 ４：１ 
 ３歳未満２：１ 

５９５か所 
定員３４，０４４人 
現員２８，８３１人 
 
 

 
 
 
 
 

 

里親 
家庭における養育を里親に
委託する家庭養護 

児童４人まで 
 
登録里親数  ９，３９２世帯 
 うち養育里親           ７，５０５世帯 
   専門里親               ６３２世帯 
   養子縁組里親   ２，４４５世帯 
   親族里親        ４７１世帯 

 
委託里親数   ３，４８７世帯 
委託児童数     ４，５７８人 
  
→２６年度目標 
   養育里親登録 ８，０００世帯 
   専門里親登録     ８００世帯 
 
 

 

児童養護施設 地域小規模児童養護施設 
(グループホーム) 
 

本体施設の支援のもと地域の民間住宅などを
活用して家庭的養護を行う 

定員６人  職員２人＋非常勤１人＋管理宿直 

２５年度２６９か所→２６年度目標３００か所 

 

小規模住居型
児童養育事業 
（ファミリーホーム） 
 
養育者の住居で養育
を行う家庭養護 

定員５～６人 

養育者及び補助者 
合わせて３人 

２５年度２１８か所 
 →２６年度目標          
      １４０か所達成済 
 →将来像1000か所 

乳児院 
乳児(０歳)､必要な場合幼児(小学校就学前） 

１３１か所 
定員３，８５７人、現員３，０６９人 

※「２６年度目標」は、子ども子育てビジョン 
  登録里親数、委託里親数、委託児童数は、平成２５年３月末福祉行政報告例。 
  施設数、ホーム数、定員、現員、小規模グループケア、地域小規模児童養護施設の数は、平成２５年１０月１日家庭福祉課調べ。 

児童自立生活援助事業 
（自立援助ホーム） 

児童養護施設等退所後、就職する 
児童等が共同生活を営む住居に 
おいて自立支援 
２５年度１１３か所  
→２６年度目標 １６０か所 

 

社会的養護が必要な児童を、可能な限り家庭的な環境において安定した人間関係の下で育てることができる
よう、施設のケア単位の小規模化、里親やファミリーホームなどを推進 

より家庭的な養育環境           

 里親等               里親＋ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ 
     = 
 委託率       養護＋乳児＋里親＋ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ  

２５年３月末 １４．８％  →２６年度目標 １６％ 

 →将来像は、本体施設、グループホーム、里親等を各概ね３分の１ 
 児童養護施設の本体施設は、全て小規模グループケアに 

  施設の小規模化と家庭的養護の推進 

（分園型） （本園ユニットケア） 
       小規模グループケア 

本体施設や地域で、小規模なグループで家庭的養護を行う 

１グループ６～８人  (乳児院は４～６人) 

職員１人＋管理宿直 を加算 

２５年度９４３か所→ 
２６年度目標 ８００か所達成済(乳児院等を含む） 

 
 



「利 用 者 支 援 事 業 」 に つ い て 

子ども・子育て支援の推進にあたって、子ども及びその保護者等、または妊娠している方が教育・保育施設や地域の子育て
支援事業等を円滑に利用できるよう、身近な実施場所で情報収集と提供を行い、必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係
機関との連絡調整等を実施し、支援。 

事業の目的 

保育所 幼稚園 

ファミリー・サポート・
センター 

指定障害児
相談支援 
事業所 

地域の保健師 
（保健所） 

家庭児童相談 
（児相） 

保健・医療・福祉などの関係機関（役所、保健所、児童相談所 等） 

教育・保育施設及び地域子育て支援事業等の利用支援・援助
（案内・アフターフォローなど） 

個別ニーズの把握、
情報集約・提供 

相談 

（子育て親子が集まりやすい場所） 

利用者支援専門職員（仮称） 
子育て中の親子など 

子どもを預けたい 

子どものことで気にか
かることがある 

等々 
 

認定こども園 放課後児童 
クラブ 

連絡調整、連携・協働の体制づくり、地域の子育て資源の育成、地域課題の発見・共有、 
地域で必要な社会資源の開発等 

利用者支援実施施設 

主な事業内容 

○総合的な利用者支援 
  子育て家庭の「個別ニーズ」を把握し、教育・保育施設及び地域子育て支援事業等の利用に当たっての「情報集約・提
供」「相談」「利用支援・援助」 

○地域連携 
 子育て支援などの関係機関との連絡調整、連携・協働の体制づくりを行い、地域の子育て資源の育成、地域課題の発見・
共有、地域で必要な社会資源の開発等 

いずれかの類型を選択して実施。 

① 「基本型」：「利用者支援」と「地域連携」を共に実施する形態 
 （主として、行政窓口以外で、親子が継続的に利用できる施設を活用。）（例；地域子育て支援拠点事業で実施の「地域機能強化型」） 

 
② 「特定型」：主に「利用者支援」を実施する形態 ※地域連携については、行政がその機能を果たす。 
 （主として、行政機関の窓口等を活用。）              （例；横浜市「保育コンシェルジュ事業」）  



地域で子育てを支える 

地域子育て支援拠点事業 

 

○ 公共施設や保育所、児童館等の地域の身近な場所で、 

 乳幼児のいる子育て中の親子の交流や育児相談、情報提供等を実施 
 

○ ＮＰＯなど多様な主体の参画による地域の支え合い、 

 子育て中の当事者による支え合いにより、地域の子育て力を向上 

 

 

 

 

 

 

・３歳未満児の約７～８割は 

  家庭で子育て 

・核家族化、地域のつながりの希薄化 

・男性の子育てへの関わりが少ない 

・児童数の減少 

・子育てが孤立化し、  

 子育ての不安感、負担感 

・子どもの多様な大人・子ども 

 との関わりの減 

子育て中の親子が気軽に集い、 

相互交流や子育ての不安・悩み

を相談できる場を提供 

  育児不安 

解消 
地 域 子 育 て 支 援 拠 点 

 

① 子育て親子の交流の場の提供と交流の促進 

② 子育て等に関する相談、援助の実施 

③ 地域の子育て関連情報の提供  

④ 子育て及び子育て支援に関する講習等の実施 

事 業 内 容 

背  景 
地域子育て支援拠点の設置 課  題 

平成２５年度実施か所数 
（国庫補助対象分・ 
少子化室調べ） 

 
 

６，２３３か所 



地 域 子 育 て 支 援 拠 点 事 業 の 概 要 

機能 

実施主体 

基本事業 

実施形態 

従事者 

実施場所 

開設日数等 

一 般 型 

常設の地域の子育て拠点を設け、地域の子育て支援機能の充実を図
る取組を実施 

 
 
 
 
 

・地域の子育て拠点として地域の子育て支援活動の展開を図るための取組（加算） 

一時預かり事業や放課後児童クラブなど多様な子育て支援活動を拠点施設で一
体的に実施し、関係機関等とネットワーク化を図り、よりきめ細かな支援を実施する
場合に、「地域子育て支援拠点事業」本体事業に対して、別途加算を行う 
 
・出張ひろばの実施（加算） 

常設の拠点施設を開設している主体が、週１～２回、１日５時間以上、親子が集う
場を常設することが困難な地域に出向き、出張ひろばを開設 
 
・地域支援の取組の実施（加算）※ 
 ①地域の多様な世代との連携を継続的に実施する取組 

 ②地域の団体と協働して伝統文化や習慣・行事を実施し、親子の育ちを継続的に支
援する取組 

   ③地域ボランティアの育成、町内会、子育てサークルとの協働による地域団体の活
性化等地域の子育て資源の発掘・育成を継続的に行う取組 

 ④家庭に対して訪問支援等を行うことで地域とのつながりを継続的に持たせる取組 
 ※利用者支援事業を併せて実施する場合は加算しない。 

子育て支援に関して意欲があり、子育てに関する知識・経験を有する
者 （２名以上） 

保育所、公共施設空きスペース、商店街空き店舗、民家、マンション・
アパートの一室等を活用 

週３～４日、週５日、週６～７日／１日５時間以上 

連 携 型 

児童福祉施設等多様な子育て支援に関する施設に親子が集う場を設け、
子育て支援のための取組を実施 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・地域の子育て力を高める取組の実施（加算） 
 拠点施設における中・高校生や大学生等ボランティアの日常的な受入・養成の実施 

子育て支援に関して意欲があり、子育てに関する知識・経験を有する者（１
名以上）に児童福祉施設等の職員が協力して実施 

児童福祉施設等 

週３～４日、週５～７日／１日３時間以上 

             ①子育て親子の交流の場の提供と交流の促進                  ②子育て等に関する相談・援助の実施 
            ③地域の子育て関連情報の提供                          ④子育て及び子育て支援に関する講習等の実施 

市町村（特別区を含む。） 
（社会福祉法人、ＮＰＯ法人、民間事業者等への委託等も可） 

①～④の事業を子育て親子が集い、うち解けた雰囲気の中で語
り合い、相互に交流を図る常設の場を設けて実施 

①～④の事業を児童福祉施設等で従事する子育て中の当事者や経
験者をスタッフに交えて実施 

※地域機能強化型は利用者支援事業に発展的に移行 


